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平成２５年度 第８回人事委員会会議結果 

 

１ 開催日時 

 

   平成２５年８月１９日（月）午後４時～５時 

 

２ 開催場所 

 

   人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階） 

 

３ 出席者 

 

【人事委員】 

  委 員 長    曽 我 紀 厚 

     委  員  中 原   都 

     委  員  荒 濱 健太郎 

 

【事務局職員】 

  事務局長  森 谷 邦 彦   次長兼任用課長  稲 田   将 

     給与課長  新 高 謙 一   係  長     遠 藤 公 亮 

     係  長  向 井 京 子   係  長     有 岡 博 己 

係  長  河 村   淳 

 

【傍聴者】   なし 

 

４ 議 題 

 

   議案第１号 人事委員会規則の一部改正について 

     

     議案第２号 解雇予告の除外認定について 

      

     議案第３号 解雇予告の除外認定について 

      

     報告第１号 国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について 

 

５ 議事の公開・非公開 

 

   議案第１号及び報告第１号を公開とし、議案第２号及び第３号を非公開とした。 

 

６ 議 事 

 

１ 議案第１号 

 人事委員会規則の一部改正について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

【説 明】 
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 以下のとおり規則を改正しようとするもの。 

 

① 規則の名称 

不利益処分についての不服申立てに関する規則 

 

② 改正内容 

(１) 誤りの修正 

  第 70 条中、「法第 49 条に規定する処分」の「法第 49条に規定する」を削る。 

再審の手続等について定めた規定中、誤りが発見されたため、これを修正するもの。 

第 70 条において、第９条第１項第２号の「法第 49 条に規定する処分」を「第 63 条に規定する

場合」に読み替える規定を置いているが、同号では単に「処分」と規定しており、「法第 49 条に規

定する」という字句は存在しない。 

  ※規則制定（全部改正）時からの誤り。 

 

【規則抜粋】 
（目的） 
第１条 この規則は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号。以下「法」という。）第８条第８項及び第
51 条の規定に基づき、職員の懲戒その他その意に反する不利益な処分（以下「処分」という。）について
の審査請求又は異議申立て（以下「不服申立て」という。）の審査に関する手続及び審査の結果執るべき
措置に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 
（不服申立ての受理又は却下） 
第９条 人事委員会は、前条に規定する調査を行った後、その不服申立てを受理するか又は却下するかを決
定するものとする。この場合において、次に掲げる不服申立てについては、却下するものとする。 
(１) 略 
(２) 処分に該当しないことが明らかな事実について行われた不服申立て 
(３)～(６) 略  

２ 略 
 
（準用等） 
第 70 条 第４条（第５項を除く。）、第５条、第６条第４項、第７条第２項及び第３項、第８条から第 11 条
まで、第 12 条第１項及び第２項並びに前章第５節（第 59 条第１項及び第 61 条後段を除く。）の規定は、
再審について準用する。この場合において、第７条第２項中「前項各号」とあるのは「第 65 条各号」と、
第９条第１項第２号中「法第 49 条に規定する処分」とあるのは「第 63 条に規定する場合」と、「事実に
ついて」とあるのは「理由によって」と、同項第３号中「法第 49 条の３」とあるのは「第 64 条」と、第
11 条中「処分者」とあるのは「相手方の当事者」と、第 12 条第１項中「不服申立てに関する人事委員会
の裁決又は決定（以下「判定」という。）がある」とあるのは「再審の請求が受理される」と読み替える
ものとする。 

 

【地方公務員法抜粋】 
（不利益処分に関する説明書の交付）  
第四十九条  任命権者は、職員に対し、懲戒その他その意に反すると認める不利益な処分を行う場合にお
いては、その際、その職員に対し処分の事由を記載した説明書を交付しなければならない。 

２～４ 略 

 

(２) 所要の規定の整備 

   第 70 条中、「第 63 条に規定する場合」を「第 63条各号に掲げる場合」に改める。 

   ※他の規定とのバランス、よりわかりやすい規定とする観点から、この機に併せて改正する。 

【規則抜粋】 
（職権による再審） 
第 67 条 人事委員会は、第 63 条各号に掲げる場合及びその他特に必要があると認める場合は、職権により
再審を行うことができる。 

 

③ 施行期日 

  公布日 
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 ２ 議案第２号 

解雇予告の除外認定について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

 ３ 議案第３号 

解雇予告の除外認定について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

 ４ 報告第１号 

   国家公務員の給与等に関する人事院勧告等の概要について、事務局が説明した。 

 

【説 明】 
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７ 次回の人事委員会の開催 

 

   平成２５年８月２７日（火）午前１０時から開催することとした。 


